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第１５章 アルゼンチン 

 

馬場 範雪  

 

要 約 

 
アルゼンチンは，米国，ブラジルに次ぐ穀物の主要輸出大国の一つであり，搾油用大豆，

小麦，トウモロコシ，搾油用ひまわりの品目だけで，アルゼンチン国内の作付面積及び生

産量全体の 9 割を占め，世界の穀物価格・貿易動向に大きな影響力を持つとともに，北半

球での穀物生産の不作・かんばつが生じても南半球での生産が順調である場合，穀物の国

際価格や需給を安定化させる機能を有しているとも言える。 
アルゼンチンでの穀物生産・貿易動向に大きな変化があった品目は，搾油用大豆である。

この大豆は，穀物メジャー等のグローバル企業の大規模資本による不耕起栽培とＧＭO 種，

大規模搾油施設と港湾施設整備投資を武器に，その生産量は 08 年で約 45 百万トンとここ

10 年で約 4.5 倍の急速な生産拡大し，世界 3 位の地位となった。また，大豆関連の輸出量

は 42 百万トン（大豆粒 12 百万トン、大豆油 5 百万トン、大豆飼料 25 百万トン）とほと

んとが輸出用で，植物油輸出では世界第 1 位の地位となっている。特に，大豆・大豆油に

ついては，中国（輸入量 28 百万トンと世界貿易の約 4 割）への輸出に特化した構造とな

るなど，アルゼンチンと中国の関係が急速に進展している。 
一方で，アルゼンチン国内では，国内需要のない輸出用大豆の生産が拡大し，国内需要

の多い小麦生産が急速に減少しつつある状況下で，アルゼンチン政府は輸出用大豆に輸出

税を賦課するなどして輸出用大豆の生産抑制を図るとともに，主食の小麦生産への転換を

誘導し，国内の穀物需給バランスを均衡させようとする政策を展開しているが，大豆生産

者や大豆関連輸出業者等との軋轢が生じるなど国内問題も顕在化してきている。 
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１． 主要農産物の国内需給動向 

 

(１) 農業の経済的位置づけ 

 
アルゼンチンの農業は，温暖で広大な面積や肥沃な土壌を有する農業生産条件に加え，

南米第二位のラプラタ川と巨大な三角州が広がる等海外輸出のための海運上の利便性を有

する自然・地勢条件に恵まれていたことから，国主導型の農業政策よりも，欧米の大規模

民間資本の投資・開発を中心とした農業の発展をしてきた。農業に適した好条件を生かし

た民間主導型の農業は，過去 50 年以上順調な農畜業の発展を遂げるとともに，穀物・油

糧種子等の品目については大幅な輸出余剰力を生み出すに至り，今日では，米国・ブラジ

ルに次ぐ「世界の食糧庫」と呼ばれるようになっている。 
アルゼンチン農業の経済的位置づけであるが，第 1 表に示すように国内総生産(GDP）

に占める農林水産業の割合は約 9%、第 2 表のように経済活動人口に占める農業・経済活

動人口は約 8%，全輸出に占める農産物シェアは 49%となっている。 
これは，農産物輸出大国の米国でさえ，それぞれGDP割合が1.1%，農業人口比率が1.8 %，

農産物輸出シェアが 8%であることと比較すると，アルゼンチンでは，いかに農業の社会

経済的地位が高く，国の経済基盤の根幹となっているかが示唆される。 
 

第 1 表 世界とアルゼンチンの農業分野 GDP 比(2008) 

  
資料：農林水産省 HP, 原資料:国連統計(2008 年)，1 人当たり GDP は IMF 
注. 生産額は名目額である. 

 

第 2 表 アルゼンチンの農業人口比率  

 
 
 
 

 
 
 

       資料：農林水産省 HP,   原資：FAO 統計(2008)  

生産額 GDP比 生産額 GDP比 生産額 GDP比

（億USドル） （％） （億USドル） （％） （億USドル） （％）

国内総生産

(GDP)
140,967 － 3,333 － 49,107 －

農林水産業 1,516 1.1 300 9.0 724 1.5
1人当たり

GDP(ドル）
8,171

日本アルゼンチン米国

45,230 38,578

米国 アルゼンチン 日本

総人口（万人） a 31,167  3,988  12,729

農林水産業人口（万人） b 548  320 305

b / a （％） 1.8  8.0  2.4

経済活動人口（万人） c 16,187  1,854 6,509

農林水産業・経済活動人口

（万人） d
267  143  163

d / c （％） 1.6  7.7 2.5
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(２) 農業生産の動向 
 
アルゼンチンの主な農畜産物の生産額及び生産量指数の推移については，第 1 図に示す

主要農畜産物 TOP20 の生産額合計の推移を見ると，1990 年の 171 億ドルから，2008 年

には 291 億ドルと約 1.6 倍と農畜産の増産がかなり大きくなっている。 
品目別に見ると，上位から大豆(99 億ドル)，牛肉(59 億ドル)，酪農品(27 億ドル)，トウ

モロコシ(20 億ドル) ，鶏肉(14 億ドル)，ブドウ(13 億ドル)，小麦(12 億ドル)の順になっ

ているが，第 2 図に示すように，1990 年から 2008 年までの間に，その生産品目の内訳構

造は相当に変化しており，1990 年の生産量を 100 とした場合の 2008 年生産指数で特に著

しい増産が認められる品目は，大豆(生産指数は 432)，トウモロコシ(同 408)，鶏肉(同 367)
となる一方，著しい減産が見られる品目は，小麦(同 77)，綿花(45)となるなど，生産品目

の劇的な変化が起こっている。また，ソルガム，ライ麦，亜麻，大麦も減少している。 
このような穀物の生産量の変化は，後述するが大豆輸出が急速に進展したことが大きな

要因であり，その影響で，主に食用小麦の生産が激減したことや，牧草地を大豆作付に転

換した影響を緩和するために肉牛の生産方式を放牧方式から畜舎方式への転換が進んでい

るため，飼料として栄養価の高いトウモロコシの増産が進んできたものと推測される。  
一方で，生産額は増産しているものの，その変化が鈍い品目も見られ，酪農品(同 164)，

ブドウ(同 124)，ひまわり(同 119)，牛肉(同 94)となっている。ひまわりは主にひまわり油

として輸出用に振り向けられるが，それ以外の牛肉・酪農品・ワイン用ブドウは，基本的

に国内消費を優先して残った分を輸出している構造から，その生産量も劇的な変化が見ら

れないと推測される。 
なお，鶏肉については増産が著しいが，第 3 表に示すように，2008 年の輸出率も 17%

と伸びてきている。しかし，基本的には，アルゼンチン国内の食生活変化(美容・健康志向

により牛肉から鶏肉へ)が反映されて，主に国内消費用として増産してきていると考えられ

る。 
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第 1 図 主要農畜産物の生産額の推移 

資料: FAOSTAT より作成  
注. 生産額の単位は百万ドル 

第 2 図 主要農畜産物の生産量指数の推移 

資料: FAOSTAT より作成 

注. 生産量指数は，1990 年の生産量を 100 として，生産量の変化を指数で示した. 

 

第 3 表 主な畜産物生産と輸出の関係  

 
 
 
 
 

 

 

資料: FAOSTAT，Global Trade Atlas より作成. 

2,272 
4,260 

6,708 
9,859 6,219 

5,625 

6,255 

5,854 

1,671 
2,692 

2,154 

2,746 

273 

1,649 

1,463 

2,042 

1,612 

2,380 

2,413 

1,234 

17,075 

23,117 
24,859 

29,131 

-

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

1990年 2000年 2004年 2008年

鶏卵

砂糖キビ

鶏肉

綿花

ヒマワリ種

ブドウ

小麦

とうもろこし

酪農品

牛肉

大豆

TOP２０合計

単位:千トン

主な畜産物 2000 2004 2008
　 生産量 2,720      3,024      2,830      

牛肉 輸出量 72 83 78

輸出率 3% 3% 3%
　 生産量 957         865         1,159      

鶏肉 輸出量 17 65 193
輸出率 2% 8% 17%

　 生産量 10,121    8,100      10,325    
酪農品 輸出量 192 264 247

輸出率 2% 3% 2%

100 

188 

295 

432 

408 

367 

164 
124 
119 
94 
77 

45 

-

50 

100 

150 

200 

250 

300 

350 

400 

1990年 2000年 2004年 2008年

大豆

とうもろこし

鶏肉

酪農品

ブドウ

ヒマワリ種

牛肉

小麦

綿花

− 364 −



229 
 

 

(３) 主要穀物の需給動向 
 
次に，アルゼンチン国内での主要穀物の生産状況と需給動向について整理する。アルゼ

ンチンの農業政策は，一貫して大豆生産抑制と小麦等の国内消費用の穀物増産奨励策が取

られている中，上位 3 品目（大豆，小麦，トウモロコシ）について統計データ等を基に，

需給動向の分析を行う。 
 

１） 小 麦 
小麦は，アルゼンチン農業歴史そのものといえるパンパ地方の植民地農業初期からの最

も伝統的で基幹的な作物であり，1870 年から主にパンパ地方(サンタフェ，コルドバ，ラ・

パンパ，エントレリオスの各州)で生産拡大が本格化し，当時より，生産の大部分が欧米を

輸出先とした輸出用で，アルゼンチンは世界の小麦穀倉として地位を築いてきた。このよ

うな地位であったアルゼンチンの小麦について，最近 10 年間の小麦生産の動向を第 3 図，

第 4 図に示す。 
まず，小麦の作付状況については，2000/2001 年産の作付面積を 100 とした作付指数は，

全国ベース(図中の赤線)でも第 3 図に示すように徐々に低下してきており， 2005/2006 年

産からは 10 ポイント以上の急激な作付減少が見られ，2009/2010 年産は，作付指数 54 と

激減している。特に，主産地の一つであるコルドバ州の 2009/2010 年産の作付指数は 24
となっている。 

一方，第 4 図に示すように，2008/2009 産は，作付指数が 73 であったことに加え，干

ばつ，高温被害，霜害，播種及び出穂期の施肥不足等により，単収が平年の 2,200kg/ha
台よりかなり低い 1,946kg/ha となる落ち込みが追い打ちをかけ，生産量も，2000/2001
年産の 15,959 千トンに対して，8,373 千トンとなり，2000 年を 100 とした生産指数も 52
となった。 

しかし，2009/2010 年産の単収は，平年の 2,200kg/ha 台より高い 2,489kg/ha を記録し

たものの，作付面積の激減(作付指数 57)によって，生産量も 7,494 千トンと 2000 年生産

指数でも 47 とここ 10 年で最低の生産量となった。このように，アルゼンチンの小麦生産

は，政府の介入により増産政策がとられているものの，実際は，2007 年以降に急激に減少

している。 
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第 3 図 小麦の作付面積・作付指数の推移 
資料：農牧省 SIIA より作成.   

注. 左軸は作付面積・千 ha, 右軸は作付指数(2000 年を 100) 
 

第 4 図 小麦の生産量・収穫面積・単収の推移 

資料：農牧省 SIIA より作成   

注. 左軸は生産量(千トン)・作付面積(千 ha), 右軸は単収(kg/ha) 
 

穀物の生産性向上と低コスト化のために，アルゼンチンでは，小麦，大豆，トウモロコ

シにおいて GMO を主力とした改良品種の導入とともに，直播方式の不耕起栽培と単一栽

培化が有効であるとして小麦の不耕起栽培が急速に進展し，2004/5 作期の 55％から

2006/7 年作期には 72％に増大するなど 2 年間に 20 ポイント近く急増しており，サンルイ

ス州やラ・パンパ州では，一気に拡大している。 

この不耕起栽培は，農薬散布が少なくて済むとして環境対策に良いとされている一方，

実際には，放牧と耕作の輪作から単一耕作のみの利用となったことから，連作障害が生じ
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やすくなった結果，土壌劣化や土壌浸食が進んでいると言われている。 

次に，小麦の需給動向を見てみる。第 5 図に示すように，小麦の国内消費はおおむね 5
百万トン前後の比較的変動の少ない推移を示しているが，2008 年以降は，生産量の減少傾

向に伴い，期末在庫量は 38～54 万トン(在庫率 3～4%台)と低い水準で推移している。 

国内消費の用途は，パン用が 70％，菓子用が 8.6％，パスタ用が 7.0％等（アルゼンチ

ン製粉協会）であり，国内消費を優先した後に，残分が輸出に回される需給構造となって

いる。このため，生産量が輸出可能量を決定づけており，図に示すように輸出量は年によ

ってバラツキが見られる。なお，政府が一定量の輸出枠拡大，輸出税引き下げ等の小麦生

産刺激策を講じているが，大豆輸出拡大基調の中で，小麦の減産は続くだろうとの予測も

多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

第 5 図 小麦の需給動向 

資料：USDA より作成    

注. 上軸が供給量(初期在庫・生産高・輸入量)，下軸が需要量(輸出量・国内 消費・期末在庫)，単

位は千トン 

 

２） 大豆及び大豆油 

大豆の生産動向を第 6 図，第 7 図に示す。1990 年を 100 とする生産指数でみれば，2000
年に 188，2004 年に 295，2008 年には 432 と急激な生産の拡大が見られ，2010 年時点で

大豆生産では米国・ブラジルに次ぐ世界第 3 位(世界全体の約 20%)の 52.6 百万トン，作付

面積で 18.5 百万 ha となっている。なお，単収は，天候等の影響にで変動するものの，除

草剤耐性大豆(GMO 由来)の導入により，2,200～2,900kg/ha と高収穫性の単収幅で推移し
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向を第 8 図に示す。特徴的な構造として，大豆の国内消費は需要の 5 割程度であるが，そ

のほとんどが搾油用となっており，その量は増加傾向にある。その搾油から産出された大

豆油及び副産物の大豆飼料も，第 9 図に示すようにそれぞれ約 7 割，9 割が輸出に回って

いる構造で，大豆油の国内消費でも需要の 30%(その構成比は，食用途はわずか 19%，工

業用途が 81%)と低く，輸出志向の極めて強い需給構造と言える。 

また，10 年間の期末在庫率の平均は約 44%と，他の穀物と比較して極めて高い水準を

維持している。これは，主に大豆搾油用にストックされているものであるが，その搾油精

製施設の年間処理能力を大きく超えているためで，大豆の生産は，処理能力との比較にお

いて過剰になっていることを示唆している。 

アルゼンチンでの大豆生産は，従来の穀倉地帯であるパンパ地方のみならず，本来穀物

不適地の東北部地方，北西部地方にも急速に広がっていったが，このような劇的な拡張を

可能とした要因として，パンパ地方での小麦減産や牧草地の農地転換などに加え，96/97
年作期から GMO 種の栽培が自由化されたことから始まったことが要因とされる。第 10
図に示すように，この GMO 種により，これまで雑草が優勢で農作物が生産できなかった

地域(北西部地方，北東部地方)でも大豆栽培が可能となるとともに，不耕起栽培との組み

合わせにより低コストで生産が可能となったことによるところが大きい。この結果，アル

ゼンチンは大豆生産・輸出大国となったと言えよう。 

しかし，この過剰な大豆生産拡大により，2002 年以降，政府の大豆抑制・小麦生産維持

政策に転換しなければならなかったことや，不耕起栽培と除草剤耐性大豆との組み合わせ

による単一栽培は病虫害管理のための過度な農薬使用は環境や健康被害をもたらす危険が

あると指摘されていることに加え，パンパ地域の他，北西部地方，北東部地方において，

土壌の浸食や劣化が顕著であり，農地の単収を低下させ続けていると言われている。 

アルゼンチンにおける大豆栽培は，今後も増大と拡張が進み，次の 10 年間で 1 億トン

に到達するとの推計もあるが，将来の持続的な大豆生産のためには，世界の大豆需給の安

定化とアルゼンチンの持続的な生産力の確保の観点から，中長期的な視点に立って，法的

経済的な対策が近い将来必要となるであろう。 

残念ながら，大豆生産拡大を図りたいとする生産者・輸出業者と，生産を抑制したいと

する政府側の場当たり的な政治的対立や交渉に明け暮れており，官民を挙げて中長期的な

具体的な対策の方向性は見えていないのが現状である。 

次に，大豆油の需給動向であるが，第 11 図に示すように，2010/11 年は，米国，中国に次

ぐ世界第 3 位（シェアの 18％）の 7.5 百万トンとなり，大豆の輸出に関しては，世界第 1

位(世界シェアの 55%)の 5.5 百万トンとなっており，後述するが，そのほとんどは，中国

への輸出構造となっている。 
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第 6 図 大豆の作付面積・作付指数の推移 

資料：農牧省 SIIA より作成.    

注. 左軸は作付面積・千 ha, 右軸は作付指数(2000 年を 100) 
 

第 7 図 大豆の生産量・収穫面積・単収の推移 

資料：農牧省 SIIA より作成.    
注.  左軸は生産量(千トン)・作付面積(千 ha), 右軸は単収(kg/ha) 
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第 8 図 大豆粒の需給動向 

資料：USDA より作成. 

第 9 図 大豆粒・大豆油・大豆飼料の需給関係 

資料：USDA より作成.   

注. データは 2009 年の値 
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第 10 図 大豆の不耕起栽培の普及状況 
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  第 11 図 大豆油の需給動向 

資料：USDA より作成  

注. 上軸が供給量(初期在庫・生産高・輸入量)，下軸が需要量(輸出量・国内消費・期末在庫)，単

位は千トン 

 

３）トウモロコシ 

ここ 10 年間のトウモロコシの生産動向について，第 12 図及び第 13 図に示す。トウモ

ロコシは， 1990 年を 100 とする生産指数は，2000 年に 331 と 3 倍に増加し，2009 年に

は 420 と 4 倍の 22,677 千トンにまで達している。 

また，単収は最近 10 年間の平均は 6,258kg/ha であるが，第 13 図の赤点線の近似曲線

が示すように右肩上がりの増加傾向を示しており，7,500kg/ha を超える年も現れてきてい

る。第 14 図は，トウモロコシの需給動向を示しているが，国内消費は 6~7 百万トン程度

とほぼ一定しており，その残りの 15~17 百万トンが輸出に回されている結果，期末在庫率

は，ここ 10 年平均 5%である。しかし，2008 年以降は 3~4%と低い水準になっている。

国内生産増加の加速した主な動機は，牛の飼育方法が粗放的放牧から畜舎方式の転換(牧草

地を大豆に転換するため)や，肉牛の質的高付加価値化への対応のため，高栄養価のウモロ

コシ飼料のニーズが高まったためと言われている。このトウモロコシ生産の増加に伴い，

配合飼料製造の原材料としてトウモロコシがその中心となりつつある。更に，熱処理，残

渣，商業規模のポップコーン種栽培，有機トウモロコシ種，近年における高価値トウモロ

コシ種の出現など，トウモロコシ利用の可能性が多様化してきている。 

トウモロコシの増産が可能となった要因は，第 15 図に示すような不耕起栽培の増加，

高生産性や耐病害虫性の新たなハイブリッド種，土地の肥沃度の増加，不耕起栽培の増加，

補水かんがいの導入，最新鋭のコンバイン機種への転換，98/99 作期から始まった GMO
種の導入などの様々な技術革新が進められてきたことにある。しかしながら，その増産し
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ているトウモロコシも，更に高い収益性を持つ大豆との競合により 97/98 年作期から大豆

への単一栽培への転換が始まり，従来栽培されたていた地域からは駆逐されていき，縁辺

地域に移動した。例えば，エントレ･リオス州ではこの 10 年間でほぼ半減している。また，

ここ 10 年での生産動向を見ると 2007/8 年まで増産傾向が見られたが，2008 年以降は減

産傾向を示しており，コルドバ州での生産減少が目立っているなど，大豆生産への転換が

進んでいることが確認できる。この要因は，トウモロコシ栽培が大豆と比較して集約的な

栽培技術を要するため，栽培費用（高収量ハイブリッド種，大量の肥料，農薬等）が上昇

するなどのコスト高が更なる増産を鈍らせていると言われている。 

 

      第 12 図 トウモロコシの作付面積・作付指数の推移 

資料：農牧省 SIIA より作成.   

注. 左軸は作付面積・千 ha, 右軸は作付指数(2000 年を 100) 

 
第 13 図 トウモロコシの生産量・収穫面積・単収の推移 

資料：農牧省 SIIA より作成.   

注. 左軸は生産量(千トン)・作付面積(千 ha), 右軸は単収(kg/ha) 
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第 14 図 トウモロコシの需給動向 

資料：USDA より作成. 

注. 上軸が供給量(初期在庫・生産高・輸入量)，下軸が需要量(輸出量・国内消費・期末在庫)，単

位は千トン 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

第 15 図 トウモロコシの不耕起栽培の普及状況 

資料：農牧省 

 

(４) 農業政策の特性 
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年間の農業政策は，国の税源としての農業依存という財政的側面だけではなく，主要穀物

の国内需給と輸出のバランスを確保するための政策として一貫して続けられている。 
その基本となる農業政策の手法として，農業活動に対する付加価値税，所得税等の国内

税のほか，輸出に際しても輸出税課税が 2002 年から導入されている。この税率の品目別
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いるところに大きな特徴がある。具体的には，世界的な穀物価格の高騰や需要増大の影響

を受けている大豆，ひまわりについては輸出志向が強いことから税率を上げ，国内需要の

ある小麦，トウモロコシについては増産意欲を高め，国内供給安定を図るため，税率の低

減と輸出数量規制策がとられてきている。 
一般に，品目間の生産調整のために採用される政策的手法としては，抑制したい品目に

は生産調整に対して政策介入する代わりに，減産補償や他作物への転換助成措置，基盤整

備の公的投資，所得補償制度など国の財政支出を伴う「アメとムチ」の政策を採用する国

が多いが，アルゼンチンにおいては，農業分野への公的財政支出は極めて小規模にとどま

っており，2005 年の国家投資 780 億ペソのうち，農業分野はわずか 0.79%の 6 億ペソに

過ぎないことからも，課税主導型の政策に偏っているかが窺える。しかし，このような輸

出税を主軸とした農業政策は，大豆などの輸出志向型の業界・生産者にとっては大きな障

害であることから，政府と鋭く対立している。中国での旺盛な大豆需要が増える拡大基調

の状況下では，大豆業界は，更なる大豆の生産・輸出の拡大を図ろうとすることから，政

府が打ち出す輸出枠や輸出税に関する方針が出されるたびにストやデモによる抗議活動を

展開しており，現政権を揺るがすほどの政治的課題となっている。 
 

(５) 輸出税の仕組み 

 
ここで，輸出税の仕組みについて整理しておく。 

輸出税は 2002 年から導入されたものであるが，その輸出税制度は、穀物ごと価格の変

動とは関係なく税率が固定されたていたため，国際価格の動向によって，生産者や輸出業

者に不公平な課税体系となっていた。このため，2008 年に FOB 価格に応じて課税率を変

化させる従価税方式に変更した。この輸出税改正は，穀物の輸出税の算定方式を改める経

済生産省決議 125/2008 号（2008 年 3 月 10 日付け）で公布されている。この改正に当た

って，大豆業界の反応は，正面から政府と業界の利害が鋭く対立したものであったが，そ

の利害対立の背景として，2008 年のように国際価格が高騰気味であると生産者はより輸出

用油糧種子の増産を図ろうとすることから，その生産を抑制したい政府側からすれば，価

格変動型の輸出税になれば生産抑制につながると期待した。 

 一方で，価格高騰の基調が続けば，この従価税方式では結果的に国の税収が増えること

になるため，業界・生産者側は，輸出税は政府の増収のためだけだと批判しているものと

考えられる。この改正輸出税の算定に用いられた算定方法は，以下の第 4 表に示す算定式

となっている。 
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第 4 表 輸出税の算定方法 

 

資料：農牧省，大統領府，Abuelo Económico の資料より作成. 

注. 価格記号の(A)，(B)，(C)は，第 6 表のそれと同じ経費. 

 

まず，農牧省が，毎日，アルゼンチン港における品目別の公定 FOB価格(第 4表中の FOB*)

や国内の公定市場価格(理論 FAS 値：FAS*)を公表しており，この価格が輸出税算定の基

礎となる。 

その FOB*を基に第 4 表に示すような算定式で，第 5 表の係数を用いて輸出税率（d）
を算出した後，その率とFOB*価格を乗じて得た額を輸出税額（第4表中の Ie = d × FOB*）
とし，輸出税を徴収する仕組みとなっている。輸出に向けて国内市場で取引される際，買

い手（輸出業者）または売り手（生産者）が支払う FOB 価格（それぞれ第 4 表中の FOBc，
FOBv）から，輸出税を徴収されることになるが，取引市場によって課税対象者が売り手の

場合と買い手の場合がある。 

このように，毎日公表される FOB*価格の変動によって，輸出税率と輸出課税額も連動

して変化することから，取引価格に課税する従価税制度となっている。 

算定式の最も重要で根幹となる FOB*価格は，別途計算される理論 FAS 値 (Free 
Alongside Ship)に輸出税等の輸出経費を加算してを計算した価格となっており，この

FOB*価格を買い手または売り手の FOB 価格と見なし，課税対象としている。 

理論 FAS 値(FAS*)とは，第 6 表の例に示すように，もし輸出税がなかった場合に起こ

りうる自由市場下での FOB 価格を推計したもので，アルゼンチン港 FOB（輸出パリティ

価格）を基に算定されている。なお，FAS*価格は，公定 FOB 価格から輸出税（Ie）とそ

の他の輸出経費（表中の Tg）を差し引いた価格と等しくなるように設定されている。 

輸出税の算定式：　 d ＝  （VB＋AM  ×（FOB*－VC））／FOB*×100

価格記号 算定式・価格記号の内容

d 輸出権利税率（Derecho de Exportacion）

FOB*

FOB*は，アルゼンチン農牧水産食糧庁（SAGPyA）が公示する1トン当たりの公定FOB価格であ

り，別途算定される理論FAS値(FAS*)に輸出税等を加算して，この価格を計算してしている。

この価格をもって，買い手価格FOB cと見なし課税対象としている。

公示は，毎日，農牧省農牧市場課のHPに掲載され，米ﾄﾞﾙ／tonで表示。

VB 基礎価格（Valor Básico）で，別表に定められた値

AM 段階別課税比率(Alicuota Marginal)で，別表に定められた値

VC 控除価格（Valor de Corte）で，別表に定められた値

FAS*

理論FAS価格(Free Alongside Ship) : FAS* = FOB* － Ie －  Tg
FＡS*は，アルゼンチン港FOB（輸出パリティ価格）を基に輸出税がなかった場合

に，その産業界の支払い能力等を勘案して，国内で取引されるであろう市場価格
の推計値であり，この値をＦＡＳ*＝公定市場価格と呼称している。

公示は，毎日，農牧省農牧市場課のＨＰに掲載され，ペソ／tonで表示。

Ｉe ( Ａ ) 輸出税額(Impuesto de Exprotacion) : Ie = d × FOB*

Me ( B ) FAS価格算定した上で，国内市場での商品を買い取る際の手続き経費

Ce ( C ) 貨物積み下ろし，倉庫，検疫，桟橋利用，精製コスト等のﾄﾝ当たり経費

Tg 輸出経費計(Total gastos) : Tg = Me + Ce

FOBｃ 買い手のFOB市場価格　課税上は，FOB c = FOB*と見なされる

FASc 輸出税・輸出経費抜きの買い手の支払い価格 : FASc = FOBc－ｄ×FOB* - Tg

FOBｖ 売り手のFOB市場価格

FASv 輸出税・輸出経費抜きの売り手の受け取り価格  : FASv = FOBv－ｄ×FOB* - Tg
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その FAS*の推計方法は，農牧省(SAGPyA)2001 年第 331 号，2006 年第 447 号省令に

定められているが，アルゼンチン港での FOB 価格や国内での市場取引価格を日々モニタリ

ングして，その業界の支払い能力がどの程度なのか，すなわち，市場取引での直近データ

から推計された品目毎のネット価格を基に算定されている。また，この FAS*価格の算定

の際に考慮されている点は，①大豆・ひまわりの工業製品化コストを調整していること，

②高タンパク質の粉生産量を 70.％，低タンパク質の粉生産量を 30％とした加重平均価格

を適用していることの 2 点とされている。なお，価格モニタリングの対象は，穀物の場合，

小麦，トウモロコシはグレーン（粒）の FOB 価格を，油糧種子のひまわりと大豆は，グ

レーンの他その精製油と副産物のペレットの FOB 価格も対象とされている。  

以上のような輸出税算定の仕組みとなっているが，具体的には，どの程度の課税となる

のかを見てみる。第 16 図は，横軸に公定 FOB 価格（FOB*），縦軸に輸出税率（d），輸

出税額（Ie）を取り，それらの関係を示したものである。この図の通り，FOB*価格が大き

くなれば，d，Ie も累進的に大きくなる課税システムとなっている。これは，第 5 表に示

すように，輸出税率算定式の係数である基礎価格（VB）と段階的課税比率（AM）が一定

ではなく，FOB*価格の幅ごと引き上げあられていることから，このような累進的な課税

システムとなっている。 

異常に価格高騰した 2008年を除きここ数年間のFOB価格は，大豆でおおむね 200～500
米ドル/トン，ひまわりで 450～600 米ドル/トン，トウモロコシで 130～250 米ドル/トン，

小麦で 150～300 米ドル/トンのレンジで推移しているが，この幅でみると，輸出税率と輸

出税額は，それぞれ大豆で 23%～43%の 47～215 米ドル/トン，ひまわりで 32%～41%の

142～247 米ドル/トン，トウモロコシで 20%～30%の 26～76 米ドル/トン，小麦で 20%～

24%の 30～72 米ドル/トンとなっているように，実態的な価格幅の範囲では，輸出志向型

の大豆やひまわりにはより課税が重く，国内消費型の小麦やトウモロコシには比較的軽い

税となり，政策に合致したものとなっている。 

しかしながら，輸出税算定の基礎となる公定 FOB*価格が毎日公示されているものとは

いえ，市場の前日までの価格実績を基に翌日の公定 FOB*価格を決定するため，当日に取

引される実際の FOB 価格とは違い，大なり小なり誤差が生じてしまう必然性を有している。

もし，FOB*価格算定に当たって市況を読み間違え，FOB*価格が実際の FOB 価格（表中

の FOBc や FOBｖ）よりも大きい場合，過大な輸出税を課す結果を招いてしまう欠点が

ある。また，輸出税 Ie の算定は，FOB*価格ではなく FAS*価格に輸出税率 d を乗じるべ

きとの指摘も多い。これらの制度的な欠点についても，生産者や穀物業界が強く反発して

いる大きな要因の一つとなっている。 
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第 5 表 輸出税率算定に用いられる係数（別表の数値） 

資料：農牧省，大統領府より作成. 

 

 

第 6 表  政府公示の市場価格（FAS*）の例  

 
資料：2011 年 1 月 11 日付け農牧省公示を仮訳したもの. 

 
 
 
 
 
 

 

品目 大� FOB港 ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚｽ港 品目 ���り FOB港 ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚｽ港

 FOB VB  AM VC  FOB VB  AM VC
以上～未満 US$ （%） US$ 以上～未満 US$ （%） US$

0～200 0.0 23.5 0 0～200 0.0 23.5 0
200～300 47.0 38.0 200 200～300 47.0 29.0 200
300～400 85.0 58.0 300 300～400 76.0 39.0 300
400～500 143.0 72.0 400 400～500 115.0 54.0 400
500～600 215.0 81.0 500 500～600 169.0 78.0 500

600～ 296.0 95.0 600 600～ 247.0 95.0 600

品目 �� FOB港 ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚｽ港 品目 ������ FOB港 ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚｽ港

 FOB VB  AM VC  FOB VB  AM VC
以上～未満 US$ （%） US$ 以上～未満 US$ （%） US$

0～200 0.0 20.0 0 0～180 0.0 20.0 0
200～300 40.0 32.0 200 180～220 36.0 45.0 180
300～400 72.0 48.0 300 220～260 54.0 72.0 220
400～600 120.0 79.0 400 260～300 82.8 93.0 260

600～ 278.0 95.0 600 300～ 120.0 95.0 300

生産物 ﾍﾟｿ/ﾄﾝ

パン用小麦 897

トウモロコシ 780

ひまわり 1532

大豆 1321

ひまわり油 3695

大豆油 3335

2009年7月時点より，穀物市場価格の決定方法について改良を行っている。

この公定市場価格の換算については，基本的に，次の二つの事項を留意している。

一つ目は，大豆・ひまわりの工業製品化コストを調整していること，二つ目は，高タンパク質の粉生産量の70％と低タンパク質の粉生産量30％として加重平均した価格

を適用していることである。

]

経済生産省令2007年第9号，国家農業貿易管理庁令2007年第378号，国家農林産品市場流通及び市場金融局令2007年第42号・第132号により，以下の公定

市場価格に決定し，この公示日の翌日から施行するものとする。

(C)  貨物積み下ろし，倉庫，検疫，桟橋利用，精製コスト等のﾄﾝ当たり米ﾄﾞﾙ経費。この計算は，ﾄﾞﾙ為替により影響するので，国立銀行の公定為替ﾚｰﾄの平均値を

      使用 してﾍﾟｿ換算して算定している。

アルゼンチン港のＦＯＢ価格の決定は，農牧省SAGPyA2001年第 331号，2006年第447号省令に定められた方法を基礎として行っている。

理論ＦＡＳ価格は，決定したＦＯＢ価格から，輸出手続き料を含む全ての経費を差し引いた価格で，具体的には以下の経費（いわゆる船渡し経費）を差し引いている。

(A)  ＦＯＢ価格に係る輸出税・税関手続きに関する経費

(B)  FAS価格算定した上で，国内市場での商品を買い取る際の手続き経費

この市場価格は，アルゼンチン港ＦＯＢ（輸出パリティ価格）を基に理論ＦＡＳ値より計算したものである。

穀物の場合，小麦，トウモロコシはグレーン（粒）のＦＯＢ価格から，ひまわりと大豆は油と副産物のペレットのＦＯＢ価格から，技術的には産業支払い能力をもって算定

している。

ひまわり油，大豆油の市場価格の場合は，生産物のネット価格を考慮しつつ，ひまわり・大豆業界の支払い能力の仕組みに応じて米ﾄﾞﾙベースで算定し，それを国立銀

行による公定為替レートでペソ（$）換算した値である。

2010年第54号市場価格公示

2011年1月11日付け

農業市場課

市場価格の算定方法（理論ＦＡＳ価格）

輸出パリティ価格を基に評価した価格である
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第 16 図 公定 FOB 価格(FOB*)と輸出税率(d)・輸出税額(Ie)の関係 

資料：農牧省，大統領府，Abuelo Económico の資料より作成. 

注.  左の縦軸は輸出税率 d(%)，右の縦軸は輸出税 Ie(米ドル/トン)，横軸は公定 FOB 価格 FOB* (米
ドル/トン)  

 
 (６) 主要穀物間の関連性分析 

 
そこで，そのような輸出税を主軸とした政策介入が行われている小麦，大豆，トウモロ

コシ 3 品目の生産動向に関連性が認められるのか，政策の効果はどの程度あるのかについ

て，主に最小二乗法による相関分析など統計的な処理に基づく若干の分析・考察を行う。 

まず，第 17 図は，横軸に生産年 X（2000/1 年～2009/10 年），縦軸に生産量 y(千トン)

を取り，品目ごと，最小二乗法により 3 次の多項式近似式を表したものである。 

この近似式から，大豆生産量については，相関係数Ｒ2=0.561 と，年と生産量の相関関

係は低いものの正の近似式（y = 29.117X3+610.18X2+5741X+210.59）となり，ここ 10 年

間で見る限り統計学的にも増加していることが確認される。また，トウモロコシについて

は，負の近似式（y = -10.28X3+158.23X2+26.921X+14623）となっているが，相関係数は

Ｒ2=0.2598 と小さいことから，ここ 10 年間ではかなりバラツキがあり，生産年との相関

があるとは言えない。 

これに対して，小麦は，相関係数Ｒ2=0.7079 と比較的高い相関で負の近似式（y = 
-69.819X3+992.38X2+4210.6X+19415）が得られ，生産量の減少傾向が確認できる。 

次に，第 18 図は，小麦・大豆・トウモロコシ間の生産量の分散図を示したものである

が，大豆―小麦間の生産高（図中の青色），小麦―トウモロコシ間の生産高（図中の緑色），

大豆―トウモロコシ間の生産高（図中の赤色）である。また，図中の点線は，2000 年～
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2009 年の軌跡を描いたものであり，その関係がどのように推移していったかを捉えること

ができる。 

この点線の動向を見れば，かなりバラツキが大きいことが分かる。大豆―小麦間では大

豆生産が増えると小麦生産が減る負の 3 次近似式を示したが，極小・極大が現れる変動大

きい領域に位置し，相関係数Ｒ2=0.579 と小さい。 

小麦―トウモロコシ間では，変動の大きい（極小値がある）2 次の近似式となり，また

相関係数Ｒ2=0.123 と極めて小さく，この相関性・連動性は薄いと言える。 

大豆―トウモロコシ間では，大豆生産が多いとトウモロコシ生産量も多くなる正の 2 次

近似式が得られ，相関係数Ｒ2=0.7352 とこの 2 品目間の相関性は大きいことは，牧草地を

大豆の生産に転換する一方，その放牧地減少を補完するために，放牧式から畜舎給餌方式

への切り替えのため飼料用のトウモロコシ増産が進んでいると言われていることを統計処

理上も裏付けられるものと考えられる。 

 

 

第 17 図 大豆・小麦・トウモロコシ生産量と生産年の相関性 

資料：USDA より作成.    
注. 生産高の単位は千トン 

 

しかし，生産量で見ると，各穀物間生産量の相関性に，相関係数 0.8 以上のはっきりと

した傾向が現れないのは，年によって気象条件が違うことや導入する品種等により単収に
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変動があることや，政策の急な変更や国際価格の下落などで収獲しないことなどが起因し

ていると考えられることから，これらの変動要素を排除して評価することが必要であろう。 

そこで，次に，これらの変動要素に左右されにくい作付面積に着目して分析する。作付

面積に着目する理由は，作付する際の動機として，その時点で既知の政策情報（輸出税や

輸出枠等）や輸出先の需要見込みをもとに作付されるため，その作付後の天候や需要変化・

国際価格など予見できない変動要素をできるだけ排除できると考えられるためである。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 18 図 大豆・小麦・トウモロコシ相互間の生産量の相関性 
資料：USDA より作成.  
注. 縦軸・横軸の単位は，千トン 

 

第 19 図に示すように，作付面積と生産年の相関については，大豆では，Ｒ2=0.9847 と

非常に相関係数が高い正の 3 次近似式が得られ，また，小麦でもＲ2=0.8365 となる負の 3
次近似式が得られた。しかも，極大値・極小値の変動幅が少ないほぼ直線的に，大豆は増

産，小麦は減産している一貫した傾向が認められる。 

また，第 20 図は，小麦・大豆・トウモロコシ間の作付面積の分散図を示したものであ

るが，第 18 図と比較して分散のバラツキが少ないことが観察される。大豆―小麦間の作

付面積（図中の青色）では，Ｒ2=0.8137 と相関係数が大きく,負の 3 次近似式が現れてお

り，明確に大豆の増産が小麦の減産に大きく影響していることが認められる。小麦―トウ

モロコシ間の作付面積では，生産量での相関性と同様,相関係数Ｒ2=0.1233 と極めて小さ

く，この品目間の相関性・連動性は薄いと言える。 

大豆―トウモロコシ間では，大豆作付が多くなるにつれトウモロコシも多くなる正の 2
次近似式が得られたが，生産量での相関Ｒ2=0.7352 よりもかなり低いＲ2=0.3122 となっ

y = -5E-09x3 + 0.0005x2 - 20.077x + 260797
R² = 0.579

y = -4E-05x2 + 0.3186x + 2995.3
R² = 0.1233

y = 8E-06x2 - 0.2538x + 15194
R² = 0.7352
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た。この原因は，トウモロコシのＧＭＯ品種等の導入による単収増の要因が影響している

ものと推測される。 

以上,生産量と作付面積についての相関性分析により，政策効果の評価を試みたが,ここ

から得られる知見は，以下のとおりである。 

  ①生産量よりも作付面積の方が，生産年・穀物間の相関性が高い。 

  ②作付面積では，大豆作付の増加が，小麦の作付減少の大きな要因である。 

  ③生産量で，大豆の生産増加とともに，トウモロコシも増産している。 

  ④大豆―小麦・トウモロコシ間に相関性があり，小麦―トウモロコトにはない。 

  ⑤2002 年以降とられてきた大豆を生産抑制し小麦を増産させようとする国の政策は，

生産量・作付面積ベースでは，ここ 10 年間の効果は総体として上がっているとは

言えない。 

 

第 19 図 大豆・小麦・トウモロコシ作付面積と作付年の相関性 

資料：USDA より作成.    
注. 作付面積の単位は，千 ha 
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第 20 図 大豆・小麦・トウモロコシ相互間の作付面積の相関性 
資料：USDA より作成. 

  注. 縦軸・横軸の単位は，千 ha 
 

以上のように，穀物 3 品目の生産量・作付面積の観点では，統計上，政策効果は上がっ

ていないと考察されるが，貿易の水際である輸出面についても，どのように評価できるか

を試みる。 

なお，大豆は，直接輸出する大豆粒の他，一旦国内で搾油されて輸出される大豆油もあ

るため，これについても整理しておく。 

第 21 図は，横軸に穀物の生産高(千トン)，縦軸に輸出高（千トン）にした分散図を示し

ているが，いずれの穀物及びその関連製品とも，生産とその輸出量の相関関係は，相関係

数が 0.6～0.89 と高く，生産と輸出は，密接に関連していることが確認できる。国内消費

優先の小麦・トウモロコシは国内消費優先作物と位置付けられるが，それでもなお，いず

れの穀物も輸出志向型の穀物であると見ることができる。なお，大豆油については，相関

係数 0.6 と比較的小さいのは，大豆油生産約 30%の国内消費(うち工業用 24%)が影響して

いると推察される。 

輸出税賦課のインセンティブにより，大豆生産を抑制し小麦等の生産を刺激することが

政策目的であれば，理論的には，品目別の輸出関税の差別化(例えば，大豆輸出税は高く，

小麦輸出税は低くするなど)により，輸出業者は，大豆輸出を控え，小麦輸出を伸ばす調整
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えて，実際に，大豆輸出が減少すれば小麦の輸出が増えるなどの現象が見られるどうか，

各輸出間の輸出の相関関係を分析してみる。 

第 22 図は，小麦―大豆粒間の輸出量(図中の紫色)，小麦―トウモロコシ間(図中の緑色)，
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トウモロコシ－大豆粒間(図中の黄色)，小麦―大豆油間(図中の赤色)，トウモロコシ―大豆

油間(図中の青色)の 5 通りについて，輸出量の相関を分散図で示している。これから得ら

れる結果は，図中の各産品間の相関係数が示すように，トウモロコシ－大豆粒間の輸出に

おいて高い相関(Ｒ2=0.8297)が認められた以外は，小麦―大豆粒・大豆油間の輸出に相関

が見い出せなかった(Ｒ2=0.0055～0.2701)。 

このことは，穀物間の輸出に相互作用・調整がないことを意味し，ここ 10 年間の傾向

として，輸出の水際で輸出を制御しようとする輸出税の効果はほとんどないことを示唆し

ていると考えられる。 

 

第 21 図 3 品目の生産高と輸出量の相関性 

資料：USDA より作成   

注.  縦軸は輸出量・千トン，横軸は生産量・千トン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

y = 0.7845x - 2148.8
R² = 0.8883 y = 0.6242x + 4108.8

R² = 0.7111

y = 0.2387x - 588.14
R² = 0.638

y = 0.6128x + 1154.4
R² = 0.8875

y = 0.4718x + 3859.5
R² = 0.7385

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 

小麦生産―小麦輸出

大豆生産ー大豆油輸出

大豆生産―大豆粒輸出

コーン生産ーコーン輸出

大豆生産ー大豆粕輸出

線形 (小麦生産―小麦輸出)

線形 (大豆生産ー大豆油輸出)

線形 (大豆生産―大豆粒輸出)

線形 (コーン生産ーコーン輸出)

線形 (大豆生産ー大豆粕輸出)

− 383 −



248 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 22 図 5 輸出品目相互間の輸出量の相関性 

資料：USDA より作成.   
注. 縦軸・横軸とも輸出量・千トン 
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ことなどから，それらの一連の動きをこの対前年比の動態評価でも一定の説明ができると

考える。 

 なお，今後の動向がどのようなものとなるかについては，この図から一定のベクトルを

持った方向性は見出せず，むしろ不規則に動態していることから，かなり不透明な状況と

言わざるを得ない。 
 

第 23 図 大豆・小麦の生産量の対前年比の分散・経年変化 

資料：USDA より作成.    

注. 縦軸・横軸とも対前年比 

 

２． 主要農産物の貿易動向 

 

(１) 農林水産物における輸出構造 
 

続いて，アルゼンチンからの農林水産物の輸入構造について整理する。第 24 図は，左

軸に輸出額，右軸に 2002 年を 100 とした輸出指数を取り。2002～2009 年までの推移を

表したものである。この図に示すように農林水産物の輸出は一貫して急増しており，2008
年で指数 312 の 372 億米ドルに昇っている。2009 年は世界金融危機により 280 億ドルと

減少したが，それでも輸入指数は 234 と急増している。 

また，主要輸出産品については，第 25 図(品目別の輸出額構成比率のレーダーチャート)

に示すように，いずれの年も，大豆及び大豆油を主力とした油糧種子が，輸出額の約 3 割

近く占めており，また，その他品目も 30%近いシェアとなっている。 

一方，国内生産の多い肉類・酪農品であるが輸出シェア 10%未満と小さく，輸出が少な

い国内需要型の産品であることが特徴的である。 

第 26 図に示すように，輸出相手国への輸出額と相対的地位の関係については，農林水
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産分野では，ここ 10 年間で，従来のブラジルやオランダ・イタリアなどの欧州・中東への

輸出先を抑え，中国への輸出が急速かつダイナミックにパラダイムシフトしており，最近

では，中国がアルゼンチンにとって最大の輸出先となっている。2002 年には，輸出額はわ

ずか 8 億米ドル(輸出シェアは 6%)の第 6 位にあった中国は，2003 年以降，突如第 1 位の

21 億ドルに達し，その後も独壇場的な輸出拡大が続き，2008 年には 58億ドル(シェア 14%)

まで達している。 

 

第 24 図 アルゼンチンからの農林水産品輸出額と輸出指数の推移 
資料：Global Trade Atlas より作成.   
注: 左軸は輸出額(百万ドル)，右軸は輸出指数(2002 年を 100) 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

第 25 図 アルゼンチンからの農林水産物輸出品目構成の動向 

資料：Global Trade Atlas より作成.  
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第 26 図 アルゼンチンからの輸出額と輸出先国別シェアの関係（農林水産品） 
資料：Global Trade Atlas より作成.    

注.  縦軸は輸出額(百万ドル)，横軸は輸出先の輸出額シェア(0～1.0) 

 

 

第 27 図 アルゼンチンからの輸出額と輸出先国別シェアの関係（大豆） 

資料：Global Trade Atlas より作成. 

注. 縦軸は輸出額(百万ドル)，横軸は輸出先の輸出額シェア(%) 

 

 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18%

China

Brazil

Netherlands

Spain

Chile

Italy

United States

Iran

Egypt

Peru

Russia

Algeria

Germany

South Africa

ア
ル

ゼ
ン

チ
ン

か
ら

の
輸

出
額

(１
００

万
ﾄﾞﾙ

)

アルゼンチンらの輸出額に対する輸出先シェア (輸出先の相対的地位)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

China

India

Egypt

Iran

Netherlands

ア
ル

ゼ
ンチ

ンか
らの

輸
出

額
(１０

０万
ﾄﾞﾙ

)

アルゼンチンらの輸出額に対する輸出先シェア (輸出先の相対的地位)

2008 年

2006 年

2002 年 

2008 年 

2006 年

2002 年 

− 387 −



252 
 

    第 28 図 アルゼンチンからの輸出額と輸出先国別シェアの関係（小麦） 

資料：Global Trade Atlas より作成.    

注. 縦軸は輸出額(百万ドル)，横軸は輸出先の輸出額シェア(%) 

 

これは，第 27 図に示すように，アルゼンチン産の大豆及び大豆油の中国への輸出が独

壇上的に拡大したことが，その最大の原因であることは明らかである。油糧種子の中国向

けの輸出では，2005 年と 2008 年の輸出指数(2002 年を 100)は，それぞれ 332，688 と驚

異的な輸出拡大となっているためである。なお，第 28 図に示すように，小麦の輸出は，

輸出先が極端にブラジルに偏った輸出構造となっている。 

 

(２) 農林水産物における輸入構造 
 

次に，アルゼンチンからの農林水産物の輸入構造について整理する。第 29 図は，左軸

に輸出額，右軸に 2002 年を 100 とした輸入指数を取り 2002～2009 年までの推移を表し

たもので，輸出と同様に一貫して急増しており，2008 年で指数 589 の 29 億米ドルに昇っ

ている。2009 年は 17 億ドルと減少しているが，それでも輸入指数は 344 と急増してきて

いる。ただし，2008 年の農林水産品輸出総額の 372 億ﾄﾞﾙと比較すれば，輸出額／輸入額

比は 12.8 倍となっているなど，アルゼンチンの農林水産分野での貿易は，著しい出超状態

と言える。 

また，主要輸入産品については，第 30 図に示すように，油糧種子(主に大豆)とその他農
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も 1732 と，油糧種子の著しい輸入が観測される。これは，第 31 図に示すように，2008
年の輸入先シェアが 4 割以上に達するパラグアイからの大豆の輸入が急増してきているこ

とが主な原因であり，特に 2006～2008 年までに急激に大豆輸入が拡大している。これは，

第 32 図に示すように，パラグアイでもアルゼンチンと同様に輸出用の大豆生産が拡大して

いることに加え，パラグアイは大規模な輸出港や大豆油精製施設がないために，一旦，ア
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特に，2008 年のアルゼンチン産の大豆が不作で，中国向けの大豆需要に穴が開く事態とな

ったため，急遽パラグアイ産の大豆がアルゼンチン経由で中国へ輸出されたと言われてお

り，パラグアイはアルゼンチンの裏庭的な存在であるということもできよう。 

なお，アルゼンチンへの輸入額・シェアが多いその他農林水産品については，第 33 図

に示すように，全世界からのその他品目輸入総額の約 5 割を占めるブラジルからの輸入と

なっている。その他品目とは，生きた動物，樹木類，コーヒー・茶類，ガム類，植物染料，

ココア，調製食品，飲料・酒類，食品加工残渣，タバコ類の合計としている。 

 

第 29 図 アルゼンチンへの農林水産品輸入額と輸入指数の推移 

資料：Global Trade Atlas より作成.   

注. 左軸は輸入額(百万ドル)，右軸は輸入指数(2002 年を 100) 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 30 図 アルゼンチンへの農林水産輸入品目構成の動向 

資料：Global Trade Atlas より作成. 
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第 31 図  アルゼンチンの輸入額と輸入国別シェアの動向（農林水産物） 

資料：Global Trade Atlas より作成. 

注. 縦軸は輸入額(百万ドル)，横軸は輸入先の輸入額シェア(%) 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

第 32 図 パラグアイからの大豆輸入額の推移 

資料：Global Trade Atlas より作成.   
注. 左軸は輸入額(百万ドル)，右軸は農畜産物額に占める大豆輸入のシェア(%) 
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第 33 図 その他農林水産物輸入品目構成の動向 

資料：Global Trade Atlas より作成. 

注. 縦軸は輸入額(百万ドル)，横軸は輸入先の輸入額シェア(%) 

 
(３) 小麦の輸出 

 
アルゼンチンの生産量は，2010 年で世界全体の 2%の 7.5 百万トン（世界第 12 位）とな

っているが，大豆増産と輸出基調の中で，小麦の生産は減少している。小麦の輸出につい

ては，まず，小麦の国内消費（おおむね 5 百万トン）を優先した後に残分が輸出に回され

る構造となっていることや，在庫も 3～4％と低水準になっているため，生産量の動向が輸

出可能量を決定づけている。第 34 図に示すように，2005 年以降，輸出量も減少しており，

特に 2009 年は対前年比 58%と大幅に減少した。 

輸出先であるが，輸出量の約 6 割がブラジルとなっているとともに，ブラジルの小麦輸
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ラジルへの輸出も大幅に減少しており，ブラジルの小麦需給に影響を与えているという指
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また，第 35 図に示すように，小麦の貿易構造は，小麦輸出大国である米国，カナダは
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等級・用途区別なしの標準小麦として国際市場に供給しているため，高い購買力のある市

場に参入できないなど，アルゼンチンの小麦が，品質管理の面で国際競争力を持たないこ

とも，小麦減産の要因と言えよう。 
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第 34 図 国別小麦輸出量の動向 

資料：Global Trade Atlas より作成.   

注. 縦軸は輸出量(千トン) 

 

 

第 35 図 小麦の主な国際貿易分布(40 万トン以上の二国間貿易) 

資料：Global Trade Atlas より作成.   

注. 図中の値は 2009 年のデータ。単位は万トン 

 
(４)  大豆の輸出 
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１） 大豆粒 

まず，大豆粒だが，第 36 図は，2009 年における大豆粒の世界貿易構造について，40 万

トン以上の二カ国間貿易量を世界地図にプロットしたものである。生産大国でもある中国

が，全世界大豆輸入の 38%の 42 百万トン(輸入第二位と三位のオランダと日本は，それぞ

れ世界輸入量のわずか 3%)を輸入しているなど，中国の市場に極端に偏った貿易構造とな

っている点が特徴的である。また，中国の輸入量のうち，輸出国 TOP3 からの輸入がその

98%を占めており，米国 51%，ブラジル 38%，アルゼンチン 9%の順となっているなど，

この 3 カ国と中国の関係が世界の大豆粒の貿易構造を決定づけていると言っても過言では

ない。 

また，第 37 図は，アルゼンチン産の大豆について輸出先への輸出シェアと輸出額の関

係を分散図で示したものだが，中国への輸出が他の国と比較しても突出しており，いかに

中国が世界の大豆に影響を与えるかかが説明できる。なお，ここ 10 年間の動向であるが，

全体としては輸出増加傾向にあると言えるが，年によって，輸出量が小刻みに増減してい

るのが特徴的である。 

第 36 図 大豆の主な国際貿易分布(40 万ﾄﾝ以上の二国間貿易) 

資料：Global Trade Atlas より作成.   
注. 図中の値は 2009 年のデータ. 単位は万トン 
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第 37 図 主要輸出国先別の大豆油輸出量と輸出先シェアの動向 

資料：Global Trade Atlas より作成.  

注. 左図の縦軸は輸出額(百万ドル)，横軸は輸出先の輸出額シェア(%) 

 

２） 大豆油 

次に，大豆油についてだが，第 38 図及び第 39 図に示すように中国が最大の輸入国であ

り，全世界大豆輸入の 34%の 2.4 百万トン(輸入第二位のインドは，世界輸入量の 14%で 1
百万トン)を輸入している。また，中国の輸入量のうち，輸出国 TOP3 のみからで 100%を

占めており，アルゼンチン 77%，ブラジル 21%，米国 2%の順となっている。一方，輸入

第二位のインドも，アルゼンチン 61%，ブラジル 20%など大豆油に関しては，アルゼンチ

ンと中国・インドとの貿易関係が世界貿易の骨格を形成しているということもできるであ

ろう。ここ 10 年間の動向であるが，堅実で安定的な輸出増加となっており，大豆粒のバ

ラツキと比較すると対照的である。 

 しかし，2010 年 4 月に，中国政府は，アルゼンチン産大豆の品質上の問題(精製過程で

使用する触媒剤のヘキサンの残留濃度が安全基準値を超えたとしたもの)を理由に輸入禁

止措置に踏み切ったことにより，両国政府間が一時緊張状態になった。この措置は，大豆

油の残留濃度問題は表向きの理由で，中国政府は否定するものの，アルゼンチン国内では，

アルゼンチンによる中国からの輸入品(皮革・繊維，機械・電機など約 400 種類)に対する

アンチダンピングの報復措置が真の理由とも言われている一方，中国内で経営困難となっ

ている大豆油精製国営工場の救済措置も目的だったという見方もある。この事案に対して

は，その後，アルゼンチン政府は数度閣僚級を訪中させるなどして交渉が行われたが解決

せず，7 月にフェルナンデス大統領の緊急訪中時の政治的対話により，ようやく 8 月にな

って大豆油の輸入が再開された始めたが，再開の協定合意は 11 月 30 日であった。しかし，

第 7 表に示すように，2010 年の対中国輸出量は，10 月時点まででわずか例年の 10%程度

と極端に落ち込んでいるなど，大豆油輸出業界への影響は極めて大きいものとなっている。

2011 年以降，対中輸出は回復していくものと見られるが，中国への輸出のみに依存したア

ルゼンチンの大豆油業界にとって，今回のようなリスク分散のためには多角的な市場の開
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拓が必要となってきているものと推測される。 

 

第 38 図 大豆油の主な国際貿易分布(40 万ﾄﾝ以上の二国間貿易) 

資料：Global Trade Atlas より作成.   

注. 図中の値は 2009 年のデータ. 単位は万トン 

 

第 7 表 アルゼンチン産大豆油の対中国輸出動向 

 
 

 
      

資料: 農牧省より作成. 2010 年は 10 月時点までの輸出量. 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 39 図 主要輸出国先別の大豆油輸出量と輸出先シェアの動向 

資料：Global Trade Atlas より作成.  

注. 左図の縦軸は輸出額(百万ドル)，横軸は輸出先の輸出額シェア(%) 
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(５)  トウモロコシの輸出 
 

トウモロコシの生産動向については，アルゼンチンは，2010/11 年で世界第 5 位の 25
百万トン(世界全体の 3%シェア)となっており，アルゼンチンの生産量はここ 10 年間で約

1.6 倍と増加している。国内生産増加の加速した主な動機は，牛の飼育方法の転換，高付

加価値化への対応のため，高栄養価のトウモロコシ飼料のニーズが高まったこととされて

いる。また，トウモロコシの需給動向では，国内消費は 6～7 百万トン程度とほぼ一定し

ており，その残りの 15～17 百万トンが輸出に回されている国内消費優先型の輸出構造に

なっている特性を有している。このような構造の中で，2010/11 年のトウモロコシ栽培面

積は 14％増となり，生産量についても，現在の良好な気象条件と収益性の向上から前年度

比 15.6％増と見込まれたため，アルゼンチントウモロコシ協会（MAIZAR）の要請により，

政府は，11 月にはトウモロコシの輸出許可数量を現在の 13 百万トンから 14 百万トンへ

引き上げて輸出拡大を許可するともに，更に中国やロシアのトウモロコシ需要が見込まれ

る 2011 年 3 月以降のトウモロコシ 5 百万トンの輸出を許可している状況にある。 

トウモロコシの世界全体の貿易構造であるが，第 40 図に示すように，米国を中心とし

た日本・韓国・メキシコとの貿易圏が圧倒的となっているが，アルゼンチン・ブラジルが

中心となった南米・アフリカ貿易圏・東南アジアも形成されているように，アルゼンチン

からの輸出先は，第 41 図に示すように，2009 年では，イラン(輸出シェア 13%)，アルジ

ェリア(12%)，コロンビア(12%)，エジプト(10%)，ペルー(8%)，マレーシア(8%)の順にな

っているなど，多角的な輸出先となっている。 

 

第 40 図 トウモロコシの主な国際貿易分布(40 万ﾄﾝ以上の二国間貿易) 

資料：Global Trade Atlas より作成.   
注. 図中の値は 2009 年のデータ。単位は万トン 
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第 41 図 主要輸出国先別のトウモロコシ輸出量の動向 

資料：Global Trade Atlas より作成. 

注. 左図の縦軸は輸出額(百万ドル)，横軸は輸出先の輸出額シェア(%) 
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